
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和３年２月５日（金） ８：１８～８：２８ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：菅 義 偉 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

武 田 良 太 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（文部科学大臣） 

田 村 憲 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 上 浩太郎 国務大臣（農林水産大臣） 

梶 山 弘 志 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

赤 羽 一 嘉 国務大臣（国土交通大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣官房長官） 

平 沢 勝 栄 国務大臣（復興大臣） 

小此木 八 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

坂 本 哲 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

橋 本 聖 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣，内閣府特命担当大臣） 

井 上 信 治 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：坂 井 学 内閣官房副長官 

岡 田 直 樹 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ３件 

○国会提出案件    ６件 

○法律案       ６件 

○政令        ２件 

○人事        ２件 

○配布        １件 

いずれも，案件表のとおり，決定等となった。 
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議事内容： 

○加藤国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，坂井副長官から御説明申し上げます。 

○坂井内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，道州制特別区域

基本方針の一部変更について，御決定をお願いいたします。本件につきましては，

後程，坂本大臣から御発言があります。 

次に，ＮＨＫの「令和３年度収支予算等」につき国会の承認を求めることについ

て，御決定をお願いいたします。本件につきましては，後程，総務大臣から御発言

があります。 

次に，「日米地位協定」第２条に基づく，米軍使用施設・区域の新規提供等につい

て，御決定をお願いいたします。今回の案件は，日米共同訓練を実施するため，徳

島県松茂町の「海上自衛隊徳島航空基地」の一部土地等を新規提供するもの等，計

８件であります。 

次に，令和元年度における国有林野事業の債務及び旧国鉄長期債務の処理状況報

告について，御決定をお願いいたします。本件は，旧国有林野事業改革特措法及び

国鉄清算事業団債務処理法に基づき，国会に報告するものであります。 

次に，質問主意書に対する答弁書４件について，お手元の資料のとおり，御決定

をお願いいたします。 

次に，法律案６件について，御決定をお願いいたします。まず，「文化財保護法の

一部改正法案」は，社会の変化に対応した文化財保護制度の整備を図るため，無形

文化財及び無形の民俗文化財の登録制度を創設するとともに，地方公共団体による

文化財の登録制度等を定めるものであります。 

次に，「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部改正

法案」は，後期高齢者医療の被保険者のうち，その所得の額が一定額以上の者の窓

口負担割合を２割とする等の措置を講ずるものであります。 

次に，「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の一部

改正法案」は，同給付金等の支給の請求状況等を勘案し，当該請求期限を延長する

ものであります。 

次に，「産業競争力強化法等の一部改正等法案」は，「グリーン社会」への転換，

「デジタル化」，「新たな日常」に向けた事業再構築に対応する事業変更を行おうと

する者についての計画認定制度の創設等の措置を講ずるものであります。 

次に，「海事産業の基盤強化のための海上運送法等の一部改正法案」は，造船及び

船舶運航事業者等が作成する生産性向上や環境性能に優れた船舶の導入などの事

業に関する計画認定制度の創設等の措置を講ずるものであります。 

次に，「住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及

の促進に関する法律等の一部改正法案」は，区分所有住宅に係る長期優良住宅建築

等計画の認定手続の見直し等の措置を講ずるものであります。 

次に，政令２件について，御決定をお願いいたします。「国立研究開発法人情報通

信研究機構法の一部改正法の施行期日令」は，同改正法の施行期日を本年２月１１
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日とするものであり，「同法施行令の一部を改正する政令」は，同機構に設置される

革新的情報通信技術研究開発推進基金に係る納付金の納付手続等を定めるもので

あります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，総合科学技術・イノベーション

会議議員等１７機関５６名の任命につき，両議院の同意を求めることについて，お

手元に配布しております資料のとおり，御決定をお願いいたします。 

次に，玉越庄吾外１９９名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，件名外の配布資料といたしまして，「家計調査報告」があります。本件につ

きましては，後程，総務大臣から御発言があります。なお，本件の公表時刻は８時

３０分ですので，それまでの間，不公表となります。 

〇加藤国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，坂本大臣。 

〇坂本国務大臣：道州制特別区域制度については，本年度末に，道州制特別区域基本

方針において国が定める計画期間が満了することから，本基本方針を変更し，本計

画期間を延長して令和７年度末までの１９年間とするものです。関係閣僚各位にお

かれましては，今後とも道州制特別区域制度の推進に御協力いただきますようよろ

しくお願いいたします。 

〇加藤国務大臣：次に，総務大臣から２件御発言がございます。 

〇武田国務大臣：まず，日本放送協会の令和３年度の収支予算につきましては，事業

収入が６，９００億円，事業支出が７，１３０億円となっております。事業収支に

おける不足２３０億円につきましては，財政安定のための繰越金の一部をもって充

てることとしております。事業計画につきましては，東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会に関する放送・サービスの実施，訪問によらない効率的な営業活動

の推進，グループ全体での業務の見直し及び組織の効率化等に取り組むこととなっ

ております。総務大臣といたしましては，この収支予算等につきまして，引き続き

経営のスリム化に徹底的に取り組むとともに，受信料の適正かつ公平な負担の徹底

に向けた取組を進めることにより，収支均衡を早期に確保することを求めておりま

す。また，日本放送協会の次期中期経営計画で示された，事業規模の１割にあたる

７００億円程度を還元の原資として衛星波の削減を行う２０２３年度に受信料の

引下げを行う方針については，衛星付加受信料を含め，受信料引下げの内容を早期

に具体化することが望まれる旨の意見を付しております。 

次に，本日，家計調査結果を公表いたします。その主なポイントは，次のとおり

です。公表時刻は８時３０分ですので，その旨御留意ください。２人以上の世帯の

１２月の消費支出は，１年前に比べ名目２．０％の減少，実質０．６％の減少と，

いずれも３か月ぶりの減少となりました。エアコンなどの「家庭用耐久財」，冷凍調

理食品などの「調理食品」などが実質増加となった一方，飲酒代などの「外食」，パ

ック旅行費などの「教養娯楽サービス」などが実質減少となりました。１年前と比

べた１２月の世帯の消費支出は，新型コロナウイルスの感染再拡大による自粛など

の影響で減少しましたが，一部の品目では巣ごもり需要などによる増加も見られて

おり，引き続き今後の動向を注視してまいります。なお，令和２年平均の消費支出
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は，１年前に比べ名目，実質共に５．３％の減少と，名目は４年ぶり，実質は２年

ぶりの減少となりました。 

〇加藤国務大臣：次に，河野大臣。 

〇河野国務大臣：来る２月７日は，「北方領土の日」です。当日は，北方領土問題の解

決を求める日本国民の決意を内外に表明するため，午前１１時３０分から所要１時

間程度で，「北方領土返還要求全国大会」が開催されます。今年は新型コロナウイル

ス感染症の状況に鑑み，全国数箇所をネットで結んで連携を図るとともに，無観客

方式とし，大会の模様はネットで配信されます。北方領土問題の解決に向け，国民

世論の一層の高揚を図りつつ，粘り強く，裾野の広い返還要求運動を推進してまい

ります。閣僚の皆様の御理解・御協力をお願いいたします。 

〇加藤国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

西村大臣から御発言がございます。 

〇西村国務大臣：「新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律案」

につきましては，３日の参議院本会議において可決・成立し，即日公布いたしまし

た。これにより，感染対策をより実効的に行うことができる仕組みが整備されまし

た。成立に御協力いただいた関係省庁に改めて御礼申し上げます。また，２日の「新

型コロナウイルス感染症対策本部」において，今月７日をもって緊急事態宣言の対

象区域から栃木県を解除するとともに，１０都府県に対する緊急事態宣言の期間を

３月７日まで延長することが決定され，総理から国民の命と暮らしを守るため，引

き続き，対策を徹底し，感染者数の減少に向けて全力で取り組むよう御指示をいた

だいたところです。そこで，関係省庁におかれましては，地方公共団体や所管の関

係団体等とも緊密に連携しつつ，緊急事態宣言を早く終わらせるためにも，「新型

コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」に盛り込まれた感染拡大の防止に向

けた諸般の取組の徹底をお願い申し上げます。 

〇加藤国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和３年 

２月５日 

◎ 一 般 案件

○道 州制 特 別 区域 基本 方 針 の一 部変 更 に つい て

（ 決 定 ） （内 閣府 本 府 ） 

〃 ○放 送法 第 ７ ０条 第２ 項 の 規定 に基 づ き ，国 会の 承

認 を 求め るの 件 （ 決定 ）       （ 総 務 省）

〃 ○「 日本 国 と アメ リカ 合 衆 国と の間 の 相 互協 力及 び

安 全 保障 条約 第 ６ 条に 基づ く 施 設及 び区 域 並 びに

日 本 国に おけ る 合 衆国 軍隊 の 地 位に 関す る 協 定」

第 ２ 条に 基づ く 施 設及 び区 域 の 共同 使用 ， 追 加提

供 及 び新 規提 供 に つい て（ 決 定 ）   （ 防 衛 省）

◎ 国 会 提出 案件

   ○令 和元 年 度 国有 林野 事 業 に係 る債 務 の 処理 に関 す

る 施 策の 実施 の 状 況に 関す る 報 告に つい て

（ 決 定 ）            （農 林水 産 省 ）

〃 ○令 和元 年 度 日本 国有 鉄 道 清算 事業 団 の 債務 等の 処

理 に 関す る法 律 に 定め る施 策 の 実施 の状 況 に 関す

る 報 告に つい て （ 決定 ）     （ 国土 交 通 省）

1. 参 議 院 議 員田 島 麻 衣子 （立 憲 ） 提出 「不 要 不

急 の 外 出・移 動 」 の定 義と 解 釈 に関 する 質 問

に 対 す る答弁 書 に つい て（ 決 定 )( 内 閣官 房 ）

1. 衆 議 院 議 員屋 良 朝 博（ 立民 ） 提 出沖 縄振 興 特

定 事 業 推進費 等 に 関す る質 問 に 対す る答 弁 書

に つ い て（決 定 ）      （ 内閣 府本 府 ）

1. 参 議 院 議 員浜 田 聡 （み ん） 提 出 ＰＣ Ｒ検 査 の

陰 性 が 新型コ ロ ナ ウイ ルス に 感 染し てい な い

こ と の 証明に は な らな いこ と に 関す る質 問 に

対 す る 答弁書 に つ いて （決 定 )( 厚 生 労働 省 ）

1. 衆 議 院 議 員 逢坂 誠 二 （ 立民 ） 提 出寿 都町 ， 神

恵 内 村 におけ る 文 献調 査開 始 問 題に 関す る 質

問 に 対 する答 弁 書 につ いて （ 決 定）

（ 経 済 産 業省 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

○〃  

〔 別 添 〕

5



◎ 法 律 案 

   ○ 文 化財 保 護 法の 一部 を 改 正す る法 律 案 （決 定） 

（ 文 部科 学 ・財 務 省 ） 

 〃  ○全 世代 対 応 型の 社会 保 障 制度 を構 築 す るた めの 健

康 保 険法 等の 一 部 を改 正す る 法 律案 （決 定 ） 

（ 厚 生 労働 ・総 務 ・ 財務 省） 

 〃  ○特 定Ｂ 型 肝 炎ウ イル ス 感 染者 給付 金 等 の支 給に 関

す る 特別 措置 法 の 一部 を改 正 す る法 律案 （ 決 定） 

（ 厚 生労 働 ・財 務 省 ） 

 〃  ○産 業競 争 力 強化 法等 の 一 部を 改正 す る 等の 法律 案

（ 決 定）         （ 経 済産 業・ 財 務 省） 

 〃  ○海 事産 業 の 基盤 強化 の た めの 海上 運 送 法等 の一 部

を 改 正す る法 律 案 （決 定） （ 国 土交 通・ 財 務 省） 

 〃  ○住 宅の 質 の 向上 及び 円 滑 な取 引環 境 の 整備 のた め

の 長 期優 良住 宅 の 普及 の促 進 に 関す る法 律 等 の一

部 を 改正 する 法 律 案（ 決定 ）      （ 同 上） 

 

◎ 政  令 

   ○国 立研 究 開 発法 人情 報 通 信研 究機 構 法 の一 部を 改

正 す る法 律の 施 行 期日 を定 め る 政令 （決 定 ） 

（ 総 務 省） 

 〃  ○国 立研 究 開 発法 人情 報 通 信研 究機 構 法 施行 令の 一

部 を 改正 する 政 令 （決 定）   （総 務・ 財 務 省） 

 

◎ 人  事 

   ○総 合科 学 技 術・ イノ ベ ー ショ ン会 議 議 員等 の任 命

に つ き， 両議 院 の 同意 を求 め る こと につ い て 

（ 決 定 ） 

 〃  ☆検 事玉 越 庄 吾外 １９ ９ 名 の叙 位又 は 叙 勲に つい て

（ 決 定） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕   

 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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                 令和３年 

                 ２月５日 

 

◎ 配  布 

☆ 家 計調 査 報告           （総 務 省 ） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 件 名 外 案 件 （ 金 ）  
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